































1955年の世界 の総輸 出額 は833億ドル,総 輸入額 は812億ドルの 規模 であ
ったが,そ の30年後 の1984年の輸 出は21.3倍の1兆7,047億ドル,輸 入は
26.4倍の1兆7,295億ドルの規模 に発展 した。今 日の著 しい貿易拡大に伴
って,先 進国間 ・先進国 と開発途上国及び開発途上国間での工業製品貿易
は著 し く拡大 し,工 業 製品輸出は総輸出額 の56.ユ%,工業 製品輸入は総輸
入額 の61.5%(1984年)を占めてい る。工業 製品同志の貿易には二つ のタ
イプがあ るカ㍉ グルーベルの 「密接な輸入代替財 であ り差別化 された生産
物 の国際 貿易」 とい う定義 に示 される産業 内貿 易の シ ェアーは 今 口極 めて
高 い状 況にあ る。
しか し産業 内貿 易指数 の国際間比較 を行 った論文(経 済企画庁経済研究
所(1991))を見 ると,一 桁分類 におけ るH本 の 産業 内貿 易指 数が欧米先
進国に比べ著 し く低い事が示 され てい る。例 えぽ1988年の全産業 の産業 内
貿易指数の平均値を見 る と,欧 米6力 国の指数が40前後であ るのに対 し,
日本は18と極めて低 い。そ して この事が昨今の貿易不均衡を反 映 し,輸 入
を阻 害す る非関税障 壁があ る為だ とす る立場 の意見を支持 す る材料 となっ
てい る。 今 日の先進 国及 び開発途 上国の経済発 展は,冒 頭 に示 した貿易の
拡 大に よ り実現 した事 は明確 であ る。 今後 もこれ までの よ うな グ ローバル
な発展 を指向す る上 で も,日 本 の工業製品輸入が拡大 し輸 出超過 の貿易構
造 を変 え る事が望 まれ る。 そ こで本論文 では,工 業製品輸出 の大 きな割合
を占め ている 自動車 と電機産業 に焦点をあて,こ れ までの産業 内貿易 の推
移を概観 し,今 後 どのよ うに進展す るかについ てま とめ る。
本論文 の構成は以下の とお りであ る。
第2章 では,産 業 内貿 易指 数の測 定 算 式 を 示 し,UnitedNations
"CommodityTradeStatistics"を基に,SITC分 類上 の75(事務用 機
器及 び 自動 デー タ処理機械),76(通信機 器,録 音及び音声再生装置),77
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(電気機器及 びその 部分品),78(道路走行車両)に おけ る3桁 で示 され
た各 デー タを使 い,各 年 各 コー ドの産業 内貿 易指数 を計算 し,そ の推移を
概観す る。
第3章 では,産 業 内貿 易を推進す る制度的枠組 の変化 につ い て 観 て ゆ
く。 同種 商品の中で も,輸 出競争力が減退 し輸入が増 加す る傾 向にあ る商
品に対 し,輸 入を抑制す る必要 があ ると判断す る場 合,政 府 は関税及 び非
関税障壁 を設定 す る。従 って関税及び非関税障壁 の有無は輸入量 と密接 な
関係にあ る。そ こで第3章 第1節 では,産 業 内貿易を推進 す る制度的要因
に焦点をあて る 目的か ら,貿 易 自由化の主導的立場 を とって きたGATT
の関税撤廃の歴史をみてゆ く。第2節 では,日 本企 業の海外展開について
述べ る。つ ま り海外 に生産拠点が設立 され る事 に よ り,海 外拠点か ら同種
製品 の輸入が 促進 され ることか ら,製 造業及 び電機 ・自動車両産業 の海外
拠点拡大 の歴史 を追 う。 日本の海外展 開は1960年前後 に さか のぼる ことが
でき る。 しか し本 格的 な グローバ ル化は プラザ合意 以降であ る。 そ こで第
2節 では1965年以降の海外 展開の推移を詳 し く観てゆ く事 にす る。
第4章 では,産 業 内分業 の メカニズムを示す理 論の レビュ'一を行 う。伝
統 的貿易理論 では,完 全競争及び規模に関す る収穫不 変を前提 としている
ため,今 口の貿易 の大 きな割合 を占め る産業 内貿易についての説明はで き
ない。 しか し伝統的貿易理論 の仮定に改良を加え る事に よ り,産 業 内貿易
の メカニズムを説明す る理論が数 々発表 されてい る。需要 サ イ ドに着 目し,
産業 内貿易が所得水 準の同程度 の国の間 でさか んに行なわれ る事を示 した
Linderの理論,ま た不完全 競争 と製品差別化を仮定 し供 給サ イ ドか ら分
析 した独 占的競 争モデル と差別 的寡 占モデ ルが あげ られ る。そ こで第4章
では,こ れ までの理論及 び実 証分析を レビュー し,産 業 内貿易を決定す る
需要供給両 サ イ ドの要因をい くつか と りあげ,各 要因が 今 日の 日本 の製造
業 の産業 内貿易 を促進す る状 況にあ るか につ いて観察す る。
この よ うに見 て くる と現在 貿易不均衡 の中心 に議論 されてい る 自動車及
び電 機産業 の産業 内貿 易は今後進展 し,貿 易不均 衡が解 消す る方 向性 を持
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ってい るか とい う問題が残 され る。第2章 で詳述す るが,プ ラザ合意以 降
m動 車 ・電機製 品の輸 入は増 加 しIITを 著 し く上昇 させ てい る一方 で,
部品のIITは 低 水準に あ り依然輸 出指 向的貿易構造 を 持 ってい る事が 明
らかに なった。そ こで1991年5～8刀にかけ て,電 機 ・自動 車両部品企業
11社を訪問 し,産 業 内貿 易の進展 と今後 の方向性に関す る動 向調査を行な
った。第5章 では,イ ソタビューの内容 を基 に各企業 の産業 内貿 易につい
ての ヴ ィジ ョンを示す事 にす る。本調査か ら,[tl動車及び電 機産業は今後
高付加価 値商品 を 日本で生産 す る一一方で,国 際競争力を失 った製品を海外
で生産 し,日 本へ輸出す るとい う体制に入 ってい る事が 明確 とな った。
以 一ヒ述べ て来た よ うに本論文では,産 業 内貿 易を推進す る環境 が プラザ
合意以降一一層深 め られ た事,さ らに電気及び 白動車 の製品及 び部品 の産業




者 である。彼 の定義 に よる と,産 業内貿易 とはr同 一 ee業内において輸 出
と 輸入が 同時に 行なわれ る 事であ る」 としてい る。 グルーベル(1975)
は,同 一産業 につ いて以下 の2つ の類型を示 し,同 一一産業 内の製品貿易 を
産業 内貿易 と定義 づけた。 つ ま り①類似の 要素投入 に よって生産 され る財
同志の貿易。② 消費において輸入代替性 を有す る財 同志 の貿易であ る。
産 業内貿易指数 を示す 指標 として,バ ラ ッサは以下 の よ うに定義 した。
{1レ・ラ・サ指数一㌃蔑 譜L
n;商品数,i;商 品,X;輸 出額,.M;輸入額
この式は産業 内分業が拡大 し輸出入差額が小 さ くな る程,算 式 に よる指 数





(2}グ ル ー ベ ル 指 数=・i-一 一 一 一・i-一 一 ×100カ
Σ(x汁 ルr`)
∫
(各文字 は バ ラッサ と同様)
本論 文では② 式の グル ーベル指数を使 って,電 機 ・自動車 両産業 の産 業
内貿易指数(以 後IITと 表記)を 計測 した。
デ ータはUnitedNations"CommodityTradeStatistics"Revision
2の 分類 で示 され てい る1976～87年の各年を使用 した(1982年のデー タを
入手 で きなか った ため この 年 を除 き 算定 した)。国連統 計に よる と,日 本
の場合は1988年か らRevision3に変更 され てい る。時系列比較 を行な う
場 合,同 一の製品分類に基づいて作成 され たデ ー タの期間 につ いて行なわ
れ なけれ ばな らない。 とな ると,Revision3で示 されてい る1988年のデ
ー タに よ り算定 された指数は比較 で きない事 とな る。 しか し本 論文では プ
ラザ合意以降産業 内貿易が進展 してい ると予測 できるため,よ り多 くの サ
ンプルを と りその検証を行ないた い とい う目的があ る。 そ こで 自動車及び
電 機の3桁 分類で 示 された各 コー ドにおけ る製 品構成を,Revision2と
Revision3とで比較す る と 内容的に 大 きな 相 違は ない と判 断 したため,
1988年のIITを 算定 し1976～88年の時系列比較 を行な った。
貿易統計はSITCに よる商品分類 を基礎 に示 され てい る。 本論文ではそ
の中の3桁 分類 のデー タを と りあげIITを測定 した。産業 内貿易指数 を計
算す るため には,輸 入代替性 の高い商品 グル ー プを定義 し,そ の グルー プ
毎の総 輸出及 び総輸入のデー タを用いなければ な らない。IIT算出のため
の商品分類 とい う問題に対 し,グ ル ーベ ルはSITC3桁 分類の デー タが こ
の定 義に合致 す る商品 グル ープであ る としてい る。(グルーベル(1975))
この研 究成果 を基 に,本 論文 では電機i及び 自動車 両産業 の1976年か ら88年
のSITC3桁分 類の輸出入デ ータを用い,時 系列 の産 業 内貿易指 数を推計
した。
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SITC3桁分類 に よる と,電 機製品及び同部品,自 動車及 び同部品を区
分 し産業 内貿 易の進展をみ る事が できる。 これ までの産業内貿易に関す る
研究 では,SITC3桁 分類 のデー タを用い,そ れを1桁 分類に集計 し産業
別 のIITを 算定 し国際 比較を行 な った ものが 多い。 しか し本論文の 目的
は,貿 易摩擦 の激化 とい う昨 今の問題を勘案 し,輸 出比率が極め て高 い 自
動車産 業 と電機産業 の製品 及び部品 に焦点 をあ て,こ れまでの産業 内貿 易
の進展 を概 観 し,貿 易 自由化 ・資 本の 自由化 ・為替 レー トの適 正化 とい う
外部環 境の 目ま ぐるしい変化 の下 で,両 産業 の産業 内貿 易が進展す るか に
ついて考察す るとい う目的を 持 ってい る。 以上 の 目的か ら,本 論文 では
SITC3桁分類 の各 デー タを用 い,時 系列 で産 業 内貿易指数を算定 した。
各 コー ドに対応す る商品は以下 に示す通 りであ る(表1)。
2・2自 動車産業の産業内貿易の推移
図1は 電機(11(2)〈3)・自動車両産業 のIITの 推移 を示 した ものである。
自動 車のIITを 見 ると,電 機(2)(通信機 器,録 音及 び音声再 生装置)と
表1SITC3桁 分類各
　
・一 ド 声 機ω
751事 務用機器
・・一 ド1電 機(・}
752 デ ータ処理及び読み取 り
759751及 び752の 部 品
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同様の推移をた ど り,IITの水準 も極 めて低 い,プ ラザ合意前 ではIIT5
以下を推移 している。 しか しプラザ合意直後 の1986年には,IITが一挙に
12ポイン トまで上昇 した。その後 も順調に上昇傾 向をた どっている事が観
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コー ドの製品及び部品名
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示 してい るが,図2は 白動車の3桁 分類 の 各 コー ドのIITの 推移を 示 し
てい る。 この図 よ り自動 車製品及 び部品 の産業 内貿 易の動 向を概観す る。
図2を 見 ると,プ ラザ合意前後でIITの 水準が変化 してい る。 プラザ合
意 前に,最 もIITの 高か った製品は コー ド784でIIT7～12の間 を推移
してい る。 しか しコー ド784のIITは下 降傾向にあ り,自 動車部品の 輸
入 代替が進 んだ事がわか る。続 いて コー ド781,785,782の順 でIITの 水
準が低 くな る。 一方 プ ラザ合意直後 の1986年にIITを 最 も上昇 させ てい
るのは,白 動車 部品(コ ー ド784)であ り,20を上 回 った。 しか し1987年に
な ると コー ド784のIITは急速 に下落 し,そ の後1988年にな って もIIT10
を下回 る水準にあ る。 それ に対 し,コ ー ド781(乗用 自動 車)及び コー ド785
(モー ターサ イ クル)の輸入が増 大 したため順調 にIITを上昇 させ,1988年
には コー ド781のIITは14.5,コード785のIITは11.7の水準に達 して い
る。 グル ーベル算式に示 され るよ うに輸出 と輸入が均衡 す るにつれ指数は
上昇す るこ とか ら,次に 各 コー ドの輸 出 と輸 入の推移を た どることにす る。
図3は 自動車産業の輸出入の推移を示 した ものだが,輸 入は プラザ合意

























以降著 しく拡大 し,1986年の輸入総額は1976年の約9.6倍に達 しそ の後 も
拡 大傾 向を辿 ってい る。図4は3桁 分類別各 コー ドの輸入 シ ェアーを示 し
て い る。輸入比率の高い コー ドは781と784で,1988年には 両 コー ドで全輸
入 の91.2%に達 してい る。乗用 自動 車(コ ー ド781)の輸入 の 推移を 見 る
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に拡大傾 向を辿 り,1988年には全輸入額の79.8%に達 してい る。一 方 自動
車部品(コ ー ド784)の輸入 シ ェアーを 見 る と,プ ラザ合意に よる 円高調
整を受け輸入 比率 は下 落 し,1985年の23.5%から1988年には全輸入の11.4
%に 下落 してい る。
図5は 自動車3桁 分類 各 コー ドの輸 出比率の推移を示 した ものであ る。
輸出比率の上位にあ る コー ド781とコー ド784は輸入比率の上位 製品であ
り,こ の2つ の製品 の貿易量が高い事を示 してい る。(ち なみに1988年の
両製品 の輸 出比率は79.3%に達 している。)最も輸出比率 の高い コ 一ード781
の輸 出金額 の推移を見 る と,1976年は1055(百万USド ル)で あ った もの
が1988年には6倍 の規模 の38,997(百万USド ル)に 増加 した。一方第2
位 の輸 出比率 を占め るコー ド784もコー ド78ユと同様に輸 出金額 を同期 間に
10.7倍に拡大 し,輸 出比率 も1976年の7.9%から1988年15.5%に増加 して
い る。
以上 見て来た よ うに 自動 車産業 では コー ド781をは じめ とし,製 品の輸
入の上昇率が輸出の上昇率を上回 る状況にあ り,産 業 内貿 易は拡大す る方
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これ まで見て きたSITC3桁 分類 の コー ドの中で781,782及び785を製
品,一 方 コー ド784を自動車部品に分類す る事が で きる。 この よ うな区分
の下 で,製 品 と部品 の1970及び80年代 に輸出が拡大す る過 程をま とめ ると
以下 の よ うにな る。まず 白動 車の輸出であ るが,70年代後半 か ら輸出に拍 車
がかか り,石 油 シ ョックに よる省 エネルギ ー型 の 日本製 の小型 車に需要 が
シフ トし,80年代 に入 る と一層 輸出台数を増加 させ る。1980年の輸出台数
は,前 年比30.8%増の,600万台に達 した。 この よ うな状 況下 で欧 米各 国
との貿易不均衡が深刻化 し,各 国 は一勢 に保 護主義へ回帰 し,輸 出 自主規
制及 び輸入規制 を実施 した。そ のため一時は 輸出量 が下 落 した ものの1985
年には,670万台の輸出実績を残 した。 しか し為 替調整 に よる貿 易不均 衡
の是正を主 目的 とした プラザ合意に よ り,日 本の輸出競争 力は減退 し,輸
出台数を下 落させ てい る状 況にあ る。
次に部品輸出の動 向であるが,日 本 の 自動車 部品 の輸 出は,輸 出車の補
修整備用 として,ま た1960年前後か らア ジア各国に進 出 したア ヅセ ンブ リ
ー メーカーへ の部品 の輸 出 とい う二つ の需 要を満 たす ため に行なわれ て き
た。 したが って部品輸 出は,輸 出台数 の増 加 と,ア ッセ ンブ リー メー カー
の海外進 出の増加に伴 な って,輸 出量を増加 して きた経緯 を持つ。1985年
10月の プ ラザ合意は部品企業の海外進 出へ の転換点 とな り,部 品の貿易 構
造 に変化が生 じて いる。つ ま り自動車 部品企業 の海外進 出が行 なわれ,海
外拠点か ら 日本へ安価 な部品を輸 出 しよ うとす る方 向性 であ る。 しか し第
5章で明確にす るが,日 動車部品企業 の海外 子会社 の現在 の生産規模は,
国内及び周辺市場を満たすだけの もの となってい る。従 って本節で見て 来
た よ うに 自動 車部品の産業 内貿易の著 しい上昇傾 向は読み とれないが,海
外拠点か らの輸入が本格化す るにつれ,部 品 の産業 内貿易が今後拡大 す る
事 が見込まれ る。
2・3電 機産業 の産 業内貿易の推 移
図1は 電機産 業(1×2‖3)のIITの推移を示 した もの であ る。 電機{11は事
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務用 機器,電 機②は オーデ ィオ機器,電 機(3}は電気機 器及 びその部品の産
業 内貿易を示 した 図である。 電機(1}と電機(3)はIITの水準が20～40の間
を推 移 し,両 者 の傾 向 も類似 している。 その・一方 で電機②のIITは 自動
車 よ りも低 く推移 し,1986年までのIITは5以 下 に とどまってい る。 次
に プ ラザ合意以 降の傾 向をみ る と,電ec(2)のIITの土昇率が最 も高 くな
ってい る。
図6は 電機(1×2){3)の輸入比率 の推移を示 した図であ る。1976年か ら88年
を通 じ,電 機(3)の輸入比率が 最 も高 く,ほ ぼ50%を推移 してい る。続いて
輸入比率が高い製品は電機(1)で全体 の30%を,第3位 は電機(2)で20%の輸
入比率を推移 してい る。一方 図7は 輸 出比率を示 してい る。分析対象期間
を通 じ最 も高い輸 出比率を示 しているのは,電 気② であ るが,輸 出比率の
推移を見 ると1976年の59.6%から1988年に35.5%と減少傾 向を示 してい
る。一方電機(1}と(3)の輸 出比率 は増加傾 向を示 し,電 機(3}は1987年まで第
2位の輸出比率 であ ったが,88年に第1位 となった。一方電機(1)の輸 出比
率は1983年ごろか ら一段 と高 まってい る。電機(2)の輸入が最 も低 く,輸 出






































の 輸 出 の減 少 に伴 な いIITの 上 昇が 見 込 まれ て い る。
次 に電 機(1‖2×31の各品 目毎 にIITの 推 移 を 詳 し く論 ず る。
電 機 〔1}のSITC3桁分類 は,751と752及び759の三 項 目か ら構 成 され て
い る。 図8は 電 機(1)各コー ドのIITを 示 した も の で あ る。 これ を 見 る

























高水準を推移 した ものの,1983年か ら38.7に下 落 し1987年まで下 降傾 向を
た どってい る。1988年に一転 しIITは 上昇 したが依然30.6とな ってい る。
図9よ り輸入比率の推移を見 ると,全 期間 を通 じ60%と最 も高 く,図 ユ0に
示す輸出比率が増 加 してい る傾向を見 ると,IITの増加は期待 で きない状
況にあ る。

























と高 水準であ ったが,そ の後下降傾向を辿 り,1988年にはIIT25.9の水
準 に下 落してい る。 この傾 向は1983年以 降の輸出の 上昇に よる もの であ
る。
最後に最 も低水準のIITを推 移 してい る コー ド751であ るが,上 記2つ
の752及び759よりIITが16下回 り(1988年)全期間 を通 じ,10以 下を推
移 している。 しか し1986年以降IITの 上昇傾 向を読み とれ るが,こ れは
1981年か ら1988年の8年 間の輸 出上昇率が1.3倍なのに対 し,同 期間 の輸
入は2.6倍と輸入拡大が進展 してい るため であ る。
次 に電機②の各項 目につい て示す。
電機(2)はコー ド761,762,763,764の4つの製品か ら構成 されてい る。
この中 で最 も高水準のIITを推移 してい る製品は,コー ド764で,IIT11～
17であ る(図11より)。プラザ合意 以降のIITはそれほ ど増加 してい ない
点に特徴があ る。 図12は各 コー ドの輸入比率を示 した ものであ る。 これを
見 る とコー ド764の輸入比率は60～85%と極 めて高い比率 を推移 して い る。
一方,図13は輸出比率 を示 してい るが,全 期間を通 じ35%程度を推移 して

































次に コー ド763であ るが,1976年IIT6.4から1986年まで下 降傾向をた
ど りIITO.9まで下落 した。 しか しユ986年か ら輸入が増加 したためIIT
下 落に歯 止めをかけたが,輸 出が増加傾 向にあ るため,上 昇率は極め て低
いo
上記2つ の各 コー ドに対 し,コ ー ド761と762はプラザ合意 以降,輸 入が
増加 しIITを 急速 に上昇 させ てい る。 特に コー ド762の増加率は高 く,
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1986年のIIT7.1か ら1988年にはIIT27.6とな って い る。 一・カ コー ド761
は86年か ら88年にIITを12ポ イ ン ト上 昇 させ て い る。 この理 由は,図12
に 示 され る 両 コー ドの 輸 入 比 率 の 上 昇 と,図13に 示 され る輸 出 比率 の下 落
に よ る もの であ る。
最 後 に 電 機(3)の各項 目に つ い て示 す。 こ こで は電 機 製 品(コ ー ド774,
775,778)と電 機 部 品(コ ー ド771,772,773,776)に分 け て 述 べ る。
図14は電 機(3)の製 品 部 門各 コー ドのIITの 推 移 を 示 した も ので あ る。
コー ド774のIITの 変動 が 激 し く,1981年にIIT72.3を示 して い た もの
が,1986年にIIT14.6に下 落 し,1987年にIIT53.6の水 準 に 回復 して い
る。 コー ド778のIITが次 に 高 い 水 準 を推 移 して い る が,全 期 間 を通 じ
IIT20～30の水 準 にあ る。 一 方 プ ラザ合 意 後10ポ イ ン トも上 昇 させ た の
は コー ド775であ る。1976年には コー ド775のIITは19.8でそ の 後下 降 傾
向 を続 け てい た が,1986年以 降IIT25を 突 破 してい る。 コー ド775の輸 出
入 比 率 の推 移 を 見 る と,1985年か ら88年の 間 に 輸 入は3.7倍 に拡 大 した の
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い る。電 機(3)の各 製 品 の 中 で 輸 出入 比 率 が 最 も高 い 製 品 は,コ ・一 ド778で
あ り,そ の 比 率 は 全 期 間 を 通 じ輸 入25%,輸 出25%を 推 移 してい る。(図
15,図16参照)
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示 した もの で あ る。1976年に 最 も高 いIITを 示 してい た コー ド776(IIT
68.0)は,輸 入 代 替 化 を進 め1986年に はIIT9.6に まで 下 落 させ て い る。
そ の 後 反 転 し1988年にはIIT31.3に 上 昇 して い る。 コー ド776の輸 出入
比 率 は 共 に 高 い が,輸 入金 額 は1976～88年の期 間 に6倍 に拡 大す る一 方,
輸 出 金 額 は 同 期 間 で17倍に増 加 させ て い る事 か ら,IITの 著 しい上 昇 に 結
び つ か な い の で あ る(図15,図16参 照)。
コ ー ド771と コー ド772の1976年のIITは40 .9及び38.9であ った が,
1985年に 両 者のIITは31に 下 落 して い る。 しか しプ ラザ 合 意 以 後 コー ド
771の輸 入 の 拡 大 と 輸 出 の減 少 か らIITは 上 昇 す る傾 向 に あ る一 方 で,コ
ー ド772の貿 易 構 造 に変 化 は な く,IITは 下 落 傾 向 を 示す 状 況 にあ る。 最
後 に コー ド773の推 移 で あ る が,1976～85年の 間 はIIT9～13を 推 移 して
い たが,1986年 か ら輸 入 の上 昇 と1983年か ら続 い て い る 輸 出 の下 落 に よ
り,コ ー ド773の産 業 内貿 易 が 拡大 して い る傾 向 を読 み とれ る。
以 上 自動 車 及 び 電 機(1}{2×3)のSITC3桁分 類 上 の20の製 品 のIITの 推
移 を 見 て きた 。 最 後 に プ ラザ 合 意 以 降 全 体 的 にIITは 上 昇 して い る と言
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われてい るが,20の製品の 内の どの製品のIITが 著 し く上昇 し,ど の製
品があ ま り変化がないかについて見 る事は重要 であ る。 表2は1985年か ら
88年のIIT上 昇率 を 示 してい る。 この表 よ り自動車 ・電 機両産業の製品
のIIT上昇率 は 高い一方で,両 産業 の 部品 のIIT上昇 率は 製品 よ り低 い
か あるいは1985年の水準 よ り下落 してい る状況にあ ることが示 された。
第3章 産業内貿易を推進する制度的要因
3・1貿 易 の自由化
1947年10月多 員的 自由無差別貿 易の推進を 目的 とす る国際機関 と して,
GATT(関 税 及び貿 易に関す る一般 協定;GeneralAgreementonTa-
riffsandTrade)は発足 した。GATTは 多角的 な貿 易交渉(ラ ウン ド)
を開催 し,関 税 そ の他 の貿 易障壁の軽減及び撤廃を通 じ,世 界貿 易を秩序
づ け るル ールを定め,積 極的 に貿易拡大に貢献 して きた。第1回 の ラウン
ドでは,大 規模 な 関税 引 き下 げ を 行 な ったが,そ の後 第5回 ラ ウン ドで
は,関 税 引 き下 げ幅 の下落 と関税 引 き下げ対 象品 目の減少 とい った実 りな
い 内容 とな った。そ こで関税引 き下げ幅を拡大 し貿易 自由化を一層推進 し
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IITのプラザ 合意後の上昇率
「 一 電 機{3)
1一
一 ∋ 分 類 88/85
自 動 車
・一 ド1分 類 88/85




部品 82.3 7821製 品 391.5
惨 品 1・72・ ・ 7831製 品 146.8
774{製 品 131.3 7841部 品 127
775惨 品 401.3 7851製 品 541.8
776惨 88.8 7861製 品 359
778[部 品 92.7
よ うとす る 目的 で,1967年5月ジュネーブで ケネデ ィラウソ ドが開催 され
た。4年 余 に及ぶ交渉 を経 て,農 産物以外 の関税率を1972年まで30～35%
段階的 に引 き下げ る事が決め られた。 この よ うな交渉 の結果1972年の主要
国の平均 関税 率は10%以下 の低水準 とな った。
第7回 ラウソ ドは,1973年9月か ら東京でGATT閣 僚理事会が招集 さ
れ,東 京 ラウン ドが 開催 された。開催年 の1973年の10月の オイルシ ョック
とそれ に よる世 界不況 が交渉を長びかせたが,ユ979年に一応 の決着に到達
した。そ の内容は,1983年までに加重 平均 で33%の関税 引 き下げを行な う
事 であ る。 しか し実際 は設定 した 引 き下 げ率を上 回 り,非 農業分野 の関税
率は大幅 に削減 され,関 税 に関す る障壁 はほぽ と り除かれ 自由な貿易体制
が確立 された。1983年のア メ リカの鉱工業 平均関税率は3.5%,日本は2。5
%,ECは2.7%に 低下 した。 この よ うに,ケ ネデ ィラウソ ド及 び東京 ラ
ウソ ドを通過 し,低 関税率 の時代へ 移行 したのである。
しか し東京 ラウソ ド開催時 の1970年代は,ケ ネデ ィラウン ド交渉で,関
税率 が十分下 落 した工業 製品の輸 出が,日 本をは じめ とす る後 発の工業 国
か ら欧 米へ と急増 した。 この状況に対 し,欧 米諸国はGATTル ール19条
の緊急輸 入制限措置(セ ー フガー ド)を とったため,輸 出 自主規制,市 場
表3関 税 率 の 推 移
(1991年4月1日現在)
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暫定税率による。ただ し暫定税率がGATT協 定税率を上 回る場 合はGATT協 定税率を用 いた。
乗用 車①はWB(ホ イール ・ベース)270cm以下。 ②は270cm超 。'88年,排気量に よる分類 に変更された。
ロー ドトラクターは'88年に大幅に分類変更 されたため,'87年までのもの と連続 しない。
'87年まで:農 業用,税 関空港作業用 を除 く4輪 式のもので,① は公称馬力50馬力以上,② 同50馬力未満の トラ
(
クター
'88年:セ ミトレーラー用 の道路走行用 トラクター(主 として税関空港において貨物の運搬又は荷役に使用
す るものを除 く)。
シャシーは原動機つ き(運 転室な し)の もの。
バ ッテ リーは,公 称電圧が6ボ ル ト又は12ボル トの もの。
タイヤ①は乗用車用,② は トラック,バ ス用(更 生タイヤを除 く)。
鋼板 は,'一部を除き炭素 の含=有量が全重量0.6%の未満 のもの。
時計①は電気式の もの,② はその他の もの。'88年は①② の分類な し。
その他 の部品は,シ ョックアブソーバー,ク ラ ッチ等を含む。






秩序維持 協定,輸 入監 視制度,最 低価格制度等一連 の保護主義的諸制度が
蔓延 しは じめた。 この よ うな非関税障壁に対 し東京 ラウン ドでは,ダ ン ピ
ング防止協定,ラ イセ ンシング協定,補 助金相殺措置協定,政 府調達協定
等10本に及ぶ国際協定 を策定 した。 しか し一連 の国際協定は行動規範 とし
て示 され た もので,非 関税障壁阻止には致 らなか った。そ のため1980年代
に入 る と保護主義的な動 きが一層活発 とな り,こ の よ うな状況をふ まえ新
たな 自由貿易体制 を阻害す る要因 として非関税障壁が と りあげ られ,そ の
撤 廃が大 きな問題 として クロ・一ズア ップされた。そ こで1986年9月か ら,
①サ ー ビス貿易,② 知 的所有権,③ 貿 易関連投資措置問題等 これ までの ラ
ウン ドで と りあげ られ なか った項 目及び,こ れ まで交渉 を回避 して きた農
業 分野を含め15交渉分 野についてのルール作 りを行な うウル グアイ ラウン
ドを開催 した。同 ラウン ドの交渉 も難航 を極め,一 年 の会期延長 の末1991
年12月20日に,ド ソケル事務局長に よる包括合意案 が提示 され た。
日本はGATTに 加盟 して以来過 去7回 の各 ラウン ドで採択 された合意
内容に合わせ,工 業製 品関税率が 引 き下げ られ1980年には関税 に関す る自
由化 をほぼ完了 した経 緯を もってい る。 そ こで 自動 車の製品 と部品及び電
機 部品の関税率撤廃 の過程を以下に示す。
表3は 自動車及び 同部品更に電 機部品の一部の関税率の推移を示 した も
のである。 自動車の関税撤廃は,大 型 車の関税 率が1969年4月に28%から
17.5%に引 き下 げ られ た事 に始 まる。小型車は1970年に34%から20%に引
き下げ られた。 しか しこの水準は欧米 に 比べ高い もの(ア メ リカ4.5%,
EEC15.4%,いずれ も大型小型一"律)であ った。そ こで1975年には輸入
完成車 への関税 を一律6.4%とし,1977年12月に東京 ラウン ドに先掛け輸
入完成 車へ の関税を撤廃 した。一方 自動車部品は表に示す とお り多種多様
であ るが,1980年には関税率0の 部 品が多 くな ってい る 事が 示 されて い
る。以上の よ うに 日本 の 自動車をは じめ とす る 工業製品 の 輸入関税率は
1980年には,ほ ぼ0と な ったが1980年代 の 自動車及 び電機 の輸入はむ しろ
減少 し,そ の反 面輸出が急速 に拡大 し,80年代前半では 両産 業のIITが
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下 向傾 向に ある ことを示 して きた。従 って関税率 の撤廃 では 自動車及 び電
機 の製 品 ・部 品の輸 入拡大 に効果はなか った のである。
3・2海 外投 資の推移
1970年代 にお こった二度 のオ イル シ ョヅクに対 し,日 本の製造業 は省エ
ネ投資を中心 とした合理化 を強 力に押 し進 め,製 品 の国際 競争力 を急速 に
高め る事に成功 し,70年代後半か ら安定 した輸出国 として成 長 し て い っ
た。そ して1980年代に 入ると,日 本の輸出は さらに拡大 し続 けたため保護
主義が拾頭す るよ うに なった。 この よ うな状況下で適切な為替水準に よ り
貿易不均衡を 解消 しよ うとす る 見地か ら,1985年の プラザ合意が な され
た。それ以降急速に進んだ円高は,日 本の生産要素 を相対的に上昇 させ る
とい う経済環境 を作 り出 し,日 本製品の国際競争力の減退を まねいた。 こ
の よ うな状況に対 し,日 本企業 は高付加価値化,高 級品化,多 角化,製 品
輸入の 拡大そ して 直接投資 とい う方 向性 を 持 って対応 して いる。本節 で
は,海 外拠点 の拡張に よ り産業 内貿易が拡 大 し,両 者が密接 に関係す る事
か ら,企 業 の直接投資 の これ まで の経 緯を ま とめ る。
そ もそ も日本の直接投資の歴史は1960年前後に さかの ぼる事が できる。
しか し70年代に入 って も直接投資総額は それ ほ ど上昇 していない。1960・
70年代の海外展 開の主な理 由は,輸 入代替工業化政策を推進す るアジァ開
発途上 国の輸 出市場確保 のための投資 と,資 源生産 地に工場を立て る資源
開発型直接投 資が主流 を占め てい た。 しか し70年代 の二度 にわた る石 油 シ
ョヅクを乗 り切 り,合 理化投資 を通過 した 日本製品の国際競争力は高 く,
輸 出は80年代 中頃まで増加 の一途をた どった。そ して1970年代後半か ら経
常 収支の拡大基調 とな り,貿 易不均衡問題が徐 々に顕在化 して きた。
日本の工業化 は貿易摩擦 とともに進んで きた と言え る。1960年代の繊維
摩擦 を始め とし,70年代初頭 には 白黒及び カ ラーテ レビの対米輸出をめ ぐ
り同国 との摩擦 問題が 生 じた。 そ して70年代中葉 には第一一次半導体摩擦,





























































































































































































































資料:通 産省産業政策局 「第16回 我 が国企業の海外事業活動」1988年3月
「第18-19回我が国企業の海外事業活動)1990年3月
日本輸出入銀行 「ユ989年度 の我 が国の海外投資動向」1990年11月
注:単 位100万USドル 金額は名 目
車 では1979年に米国Big3の 内の一 社の財政危機が発端 とな り,1981年
には輸出 自主規制措置 に合意 し今 日まで継続 している。 また 昨今 では 自動
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車 部品問題が一段 と クローズ ア ップされ,非 関税障壁の有無をめ ぐって激
しい議論がか わ され てい る。
この よ うに年 々貿易摩擦 が激 しさを増す 中で,1985年の 円高調整は 日本
の製造業 の生産 構造 を 根底 か ら覆 し,生 産 拠点の 海 外化 を 大 きく 促進 し
た。つ ま りグ ローバル化 は避 け られず,貿 易摩擦 回避 のため の先進国への
進 出 と コス トダウンのためのアセ アン諸国への進出の二つの方向性 を同時
に消化す る大 規模な海外 展開を進めてい る。
表4は 日本 の製造業 の直接 投資金額の地 域別推移を示 した ものであ る。
全 世界の推移 を見 ると,1965年109(百万USド ル)か ら15年後の1980年
には4,693(百万USド ル)と それ程増加 していないが,翌81年 には前年
比2倍 の規模 に達 した後,プ ラザ合意後 の1986年か ら著 しい拡大傾向をた
どってい る。1986年には85年の約2倍 の規模に拡大 し,そ の後の増 加率 も
高 く,ユ989年に は67,540(百万USド ル)に 達 し,名 目ベ ースで1985年の
総額 の約6倍 に発展 した。
次 に製造業 の全海外投資金額 に占め る比率 の推移 であるが,図18に示 し
てい るよ うに,1965年,28.3%,70年26.1%,80年36.4%,89年24.1%の
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の三 部門に区分 す ると,80年代に入 り製造業 と資源開発型は減少 し,そ の
一方で商業 サ ー ビス業 が拡大 し,1989年には72,6%と圧倒的 シ ェアーを示
してい る。
製造業 の地域別投資金額 の推移 を見 る と,1965～75年までは,輸 出基地
として又は市場確保のための アジ ア地域への投 資が最 も高 く30～50%を推
移 していた。 しか し80年代 に入 る と北米地域への ウエ イ トを高 く し て い
る。1989年の地域 配分を見 ると,北米は58.9%のシェアーを 占め ア ジア20
%,欧 州20%を圧倒 してい る状況 となっている。
以下では表5ほ),(2}を参照 し自動車部品及び電 子産業 の海外展 開の推移
を述べ る。
(1)自動車部品産業
自動 車部品の海外展開が緒につ き出 したのは,電 機産業 よ り遅 れ1970年
代 に入 ってか らであ る。 しか し1970～74年の件数は37件,次の1975～79年
も37件と極 めて少ない水準を推移 してい る。1980年代に入 り84年までの5
年間 で,ア ジアへ21件,北米へ20件,各地域 合計で52件の海外生産拠点 を
構 えてい る。
そ して プラザ合意 以降の海外展開は,貿 易摩擦 を回避す るため の展開が
主要 な要 因 とな り,1985～89年の5年 間で北 米へ131件進 出し,ア ジ ァの
57件を大 き く上 回 ってい る。 自動 車部品産業 もプラザ合意以降,海 外へ積
極 的に展 開す る方 向性 を持 ってい る事 が示され てい る。1990年第1四 半期
までの各州別海 外拠点件数 とみ ると,北 米が301件と最大規模で,続 いて





































































































資料:自 動車年鑑1990年(部品 メー カ=の 海外生産拠点一覧)











































































多 く,地 域別 ではア ジアが192件と最大 で,続 いてア メ リカ64件,ヨー ロ
ッパ60件の順 である。製造品 目別に見 る と,電 子部品企業 が203件と最 も
多 く全体 の58,3%を占めてい る。続 いて民生用 電子 ・電 気 機 器 が82件
(23.6%),産業用電子機器74件(21.3%)(資料;電 子部 品工業会 「'90海
外法 人 リス ト」)とな ってい る。 このこ とか ら,プ ラザ合意 以降の電 子産業
の海外進 出地域 は 自動車部品 と異 な り,ア ジアを中心に生産 拠点 を構 える
傾 向 とな ってい る。
1960年か ら89年までを通 じ,ア ジアへ の進 出が極めて多 く,続 いて北
米,欧 州の順 にな ってい る。1990年第1四 半期 までの各州 別海外拠点数 を
示す と,ア ジアは449件,欧州121件,北米156件,南米35件,ア フ リカ4
件,オ セ アニア5件,`合計770件に達 してい る。 特に1985年以降労働集約
的技術で生産 され る民生用電子機 器及 び,電 子部品を中心 に海外 での生産
に切 り換 える動 きが活発 とな ってい る。 また高付加価値製 品において も,
貿易摩擦を回避す るた めに先進 国で生産す る とい う計画 も進行中 である。
第4章 産業内貿易決定要因の分析
1988年におけ る日本,ア メ リカ,ド イ ツ,イ ギ リス,フ ラソス,イ タ リ
ア,カナ ダ,オース トラ リアの8力 国 の総貿易額は約3兆 ドルで,こ の内産
業 内貿易は約1兆 千億 ドルで37%を占めてい る。国際分業 を説 明 した代表
的理論 にヘ クシャー=オ リーソの理論が あ るが,こ の理論 では貿易発生 の
根本的理 由を各国に存在す る複数 の本源的生産要素賦存状 況の格差 にあ る
と主張 した。つ ま り各国は国内に比較的豊富に あ る生産 要素 を使 った製 品
に特化 す る事 に よ り,相 手国に対す る比較優位 に基づい た同製品の輸 出が
生ず ると説 明 した。 しか しヘ クシャー=オ リー ンの理論 では,産 業間分業
を説明 できるものの,似 か よった生産要素賦存 比率 と技 術水準を持 った製
品 同志の貿易を説明す る事 はで きない。
しか しバ ラッサ及び グルーベル=ロ イ ドの研 究以来,産 業 内貿易決定 メ
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カニズムを示す理論及 び実証分析 が数 々発 表 され てい る。 これ までの産業
内貿易に関す る研究系譜を追 ってみ ると,大 き く三つに分類す る事がで き
る。 まず第1に,産 業 内分業 を計量的に どの よ うに把 えるかにつ いての研
究 系 譜 が あげ られ る。 この分 野 での先駆的研究 は,Balassa(1966)と
Grubel(1975)で,その内容は第2章 で説 明 した とお りであ る。
第2番 目は,ヘ クシ ャー=オ リーソの理論 において十分解 明で きなか っ
た産業 内貿 易を理論的に どの ように解 明す るかについての研究 系 譜 で あ
る。 この分野に関 しての先駆的研 究は,需 要サ イ ドに立ち理論化 を試みた
Linder(1961)であ る。Linderは所得水準の高い国の消費者 が,製 品 多
角化 を要請す る事に産業 内貿易発生の前段階があ る と説明 した。Drezeも
Linderと同様 に国内市場 規模を産業 内貿易進展 の主 な要因 としなが らも,
供給 サ イ ドの分析に着 目したのであ る。つ ま り豊富 な労働力を持つ国が差
別的製品 を生産 し,旺 盛 な国内需要に よる規模の経済効果 が付与 され るこ
とに よ り差別的製品の価格競争力は上昇す る。 この よ うなプ ロセ スを経 て
同種 商品 間の 産業 内貿易が 発生す ると説 明 した。 次に 消費者 と 生産者 と
い う ミクロ的視点に立 ち,産 業内貿易 を 精緻に 説明 し た 理 論 は,P.R.
Krugman(1979,80,81)によ る 独 占的 競 争モデル と,J.Brander=
P.R.Krugman(1983)の差別的寡 占モデルであ る。 これ らの 理論はヘ
クシャー=オ リーンのモデルを基礎 とし,規 模 の経済 ・製品差別化及 び市
場 独占を導入 し構築 され ている。
第3に 分類 され るのは,実 証分析の研究系譜で ある。数 々の産業 内貿易
の理論 化が行なわれ る中で,回 帰分析に よ り様 々な仮説が検証 さ れ て い
る。KeesingandSherk(1971)はDrezeが提唱 した国内市場 規模を人
口の統計で示す事に よ り,同 水準 の市場 規模を有す る国家間 の産業 内分業
が進展す るとい う仮説 を検 証 した。 また産業 内貿易進展に影響 を与 える,
所得水準,所 得格差,関 税,輸 送費,製 品差別化 の指標 を と りあげ,重 回




以 下 本 章 で は,,こ れ ま で の理 論 及 び実 証 分 析 を 紹 介 し,産 業 内貿 易 を
促 進 す る要 因 をい くつ か と りあ げ,日 本,ア メ リカ,ド イ ツ,フ ラ ンス,
イギ リス5力 国 の 今 日ま で の それ らの要 因 の 推 移 を 観 察 し,日 本 が 産 業 内
貿 易 を 拡 大 す る経 済 環 境 に おか れ て い る状 況 を 示 す,,
4・1需 要サ イ ドの分析
産業 内分業を需要 サイ ドに立 って理論的 に解 明 した の はLinderであ
る。 彼の理論 に よる と,第 一 次産品 を中心 とす る国際分業 を説 明 す る に
は,ヘ クシ ャー=オ リー ン流 の生産 要素賦存 比率を用い る事が でき るが,
工業 製品 の貿易には ヘ クシャー=オ リーンの理論が扱わなか った需要 サ イ
ドを と り入れ る必要が ある と提唱 した。Linderの理論に よると,所 得水
準の上 昇 に伴 ない消費 者は 多様 な消 費を求 め るため,産 業 内貿易は一人 当
た り所 得が高 くしか も同水準の国家間 で行 なわれ ると主張 し,そ の理 由を
以下 の よ うに説明 した。
所得 が十分高い国 では,需 要 の多様化が進 む一 方で,需 要規模 も拡 大す
る。その よ うな国 では規 模の経済 を享受 し うる製品に特化す る事 に よ り,
その製品 の比較優位を得 る事 にな る。一方,所 得水準が 同程度の貿 易相 手
国で も,多 様化 した消 費者の嗜 好に合わせ,特 定 の製品に特化 し,相 手国
も同様に価格競 争力 を持 った差別的製 品を生産す る。 この よ うにLinder
の理論は所得 の高い国 の間 で,需 要 の多様化を志向す る消費行動 に よ り産
業 内貿易が推進 され る と説 明 した。
LinClerの仮説 を検 証 した研究に,PagoulatosandSorensen(1975),
Gray(1973),Loertscher(1980),Gregory(1973)があ げ ら れ る。
Loertscherは,ニュー ジー ラソ ドとオース トラ リアを除 いたOECD加 盟
各国の1971及び72年の3桁 分類 のデー タを用 い回帰分析を行 なった。それ
に よる と,① 一人 当た り所得格差 が少ない二国,② 一人 当た り所得 水準の
高い国,③GDP規 模 の高 い国,④GDP格 差が少ない二国間 で産業 内貿
表6一 人 当た り実質GDPの 推 移(ド ル)
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易が拡大す る事 を検証 した。
以上の研究成果に基づ き今 日の主 要5力 国の一人当た り所得水準の推移
と,相 互の所得格差の程度を観察 し,所 得面か ら 日本の産業 内貿易が拡大
す る傾向にあ るか につい て考察す る。
表6は20力国の一一人 当た りGDPを ドル建てで表示 した表であ る。 主要
5力国の所得水準 を見 ると,1975年に 口本5,970ドル,ア メ リカ13,844ド
ル,ド イッ9,665ドル,フ ランス16,467ドルそ してイギ リスは.11,739ド
ルであ った。 そ して1988年には順 に,22,942・18,126・18,505・15,365・
12,440ドル となった。つ ま り1975年に主要5力 国の中で下位 にあ った 日本
と ドイツの一人 当た り所得水準が急速に上 昇 し第1位 と3位 に位置づけ ら
れ る反面,フ ラソス及び イギ リスの一人 当た り所得 は下 降傾 向をた ど りア
メ リカは横這 い状 況を推移 した。 この よ うな過 程を各年 の変動 係数を とっ
て示 した ものが図19であ る。 また変動 係数 推定値 を表7(3}に示 した。 図及
び表 よ り係数がO.17～O.41と極めて低 水準を推移 し,そ れほ ど格差 は大 き
い状況ではなか った。傾 向を 見 る と,1981,82年に変動係数が0.17及び
0.19と低下 したが,そ の後1988年において もO.22である ことか ら,1980年
代は0,4・-O.3を推移 した70年代 よ りは明 らかに格差 が縮 小 した事を示 して
い る。 また表6で 示 され るよ うに,1987年には 日本の一人 当た り所得水準
が,主 要5力 国 の中で最高 とな り19,303ドル とな った。 以上 見て来た よう
にH本 の一人 当た りGDPの 上 昇 と主要5力 国間 の所得 の平準化傾 向に よ
り日本国内の消費 の多様化が進み,今 後所 得水準の同程度 の国 との差別的







に よる国際 分業 の進展 に,産 業 内貿易発生 の根源 的理 由があ ると述べた。
一方,ヘ クシ ャー=ナ リーンの理論に改良を加え,製 品差別化 に よる産
業 内貿易を示 した理 論は独占的競争 モデルであ る。 この理論では,① 規模
に関す る収穫逓 増,② 差 別化 され た製品 の市場独 占を仮定 し,産 業 内貿 易
が拡大す るため の国内条件を導 出した。それに よる と,産 業 内貿易は国内
に差別化 された製品が多い程上昇するが,そ のためには,① 労働力人 口が
十 分多 く,② 労 働投入係数が低 く,③ 価 格の需 要弾 力性 が低い事をあげ て
い る。
以 上の理論では差別化 された製品同志 の産 業内分業 を説明 しているが,
実際 には標準的商 品の産業 内貿易 も多 く行われてい る。標準的商品の産業
内貿 易の理論には,J.Brander=P,R.Krugmanの差別 的寡 占モデルが
あげ られ る。標準 的商品 の産業 内貿易成 立の条件は,外 国企業の輸出価 格
が貿 易前の 自国企業 の独占価 格 よ り低 い事 である。つ ま り外 国企業の 自国
市場 での シ ェアーは,外 国企業 の製品価格 を構成す る限界費用 と輸送費用
が十 分低い事 に依 存す ると提唱 した。
しか しプ ラザ合意に よる為替 レー トの適正化 そ してそれ に伴な う賃金 の
平 準化,さ らに ケ ネデ ィラウソ ド以降の ドラステ ィックな関税 引 き下げ に
よ り,価 格格差が減少す る傾 向にあ る。表7(1}は主要20力国及び主要5力
国の為替 レー トの変動 係数を示 してい る。 これを見 る と,主 要5力 国の間
では,微 少であ るが 平準化傾 向を示 してい る。 また賃金の変動係数の推 移
を示 した表7(2}では,変 動係数は極めて低 く主要17力国及 び5力 国におい
て格差 は極 めて低 い状況にあ る。 しか し全体 の推移 では下降傾 向が観察 さ
れず賃金 の平準化 今 日が進 んでい る点 は認 め られ ない。以上 の ように生産
要素価格 の格差 が縮 小す る中で,製 品差別化 に よる国際競争 力の増加が 今
後の焦点 とな る状況にあ る。企業 の製品差別化 投資を端的に示 してい る指
標 は,R&D投 資及び広告宣伝 費であ る。 そ こで主要5力 国のR&D投 資
金額 の推移を見 る事 に よ り,各 国の製品差別化 の進展を見 る。























1973 13・01gl57・734i11,956 7・・35i * 1.06
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2.主 要 国におけ る組織別使用研究費の推移
の推 移 を 示 し て い る。1972年のR&D支 出額 の 高 い 順 に示 す と,ア メ リカ
59,282(百万 円),ド イ ッ10,621(百万 円),日 本10,449(百万 円),フ ラ
ソス6,346(百万 円),イ ギ リス6,299(百万 円)で あ った。 そ して1988年
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の状 況を見 ると,日 本のR&D投 資規 模の拡大 が最 も著 しく1972年の約7
倍の72,193(百万円)と な った。それ に対 し ドイツは約3倍 の31,589(百
万 円),ア メ リカは約2倍 の127,459(百万 円),フランス及び イギ リスは2.5
倍 の16,709(百万円)及 び15,663(百万 円)をR&Dに 投資 してい る。一方
変動係数を見 ると,1985年の係数1.22をピー クに1988年ではO.80と下降傾
向にあ り,主要5力 国 の民間企業 が今 日R&D投 資を活発化 し,相互 の格差
が縮 小 してい る事が示 された。そ の中で も 日本のR&D投 資金額拡大 の テ
ソポは早 く,製 品 の高付加価値化及び差別 化に焦点を あててい る事 がわか
る。第5章 に示す経営 ヴ ィジ ョソの中で も,R&D投 資 の重要性が 強調 さ
れてい る。 今 日貿易摩 擦の激 化に よ り市場 開放が予測 され る中で,Dreze
が 明 らかに した ように,日 本企業は加 工度 の高い製品 に特化 し加工度 の低





は じめ とす る多 くの国 で対 日貿易赤字を生み出 した。貿易不 均衡の問題化
は電機 の方 が早 く,自 動車 は10年程 あ との1979年ごろか らであ りその後 の
状 況は厳 しさを増 すばか りである。
本論文では常 に貿易摩擦 の対象 に挙げ られ る 自動車及 び電機 の製品及び
部品を取 り上 げ,各 品 目毎に産業 内貿易指数を測定 しその推移 を見 た。 中
には極めて高い指数を示 した製品 も在 るが,80年代の前半 まで これ らの品
目の輸入代替化は進め られ,IIT指数は下方傾 向をた どった。産業 内貿易
を促進す る要因は,こ れ までの研究に よ りい くつか挙げ られ る。 そこで第
3章 では制度的要因に焦点をあて,産 業内貿易が 推進す る方 向にあ る事を
示 した。 また第4章 では ミクロ的視点か ら,製 品差別化投資を活発化す る
企業行動そ して消費活動では所得の上昇に よる需 要の多様 化が今 日一層進
め られ てい る状況を示 し,産 業内貿易が進展す る環境が作 り出され てい る
事 を述 べた。
第2章 で示 した各製品のIITの 推移 を見 ると,プ ラザ合意以 降急速 に
上 昇 してい る事が観察 された。 表2は プラザ合意以降 のIIT上 昇 率を示
してい る。 これ を見る と製品に分類 された各品 目のIIT上 昇率 は部 品の
それを大 き く上 回 っていた。 部品輸 入を論 じる際外 国企業製部品 輸入の拡
大が焦点 とな る。 しか し部 品は製品 と密接 な関係にあ り,こ れ まで取 引の
ない企業の部品 の購入には即座に応 じられ ない。 そ こで 自動車 及び電機部
品 メーカーが海外生産 を通 じどの よ うな部晶輸 入に関す る戦略 を持 ってい
るかを概観す るこ とが,部 品の今後の産業 内貿 易の動 向を知 る上で重要で
あ る。 この ような問題の一つの方向性を探 るために,1991年5月か ら8月
白動車部品企業5社,電 機部品企業6社 を訪問 し今後の部品輸入につい て
尋ねた。その イ ンタ ビューを基に部品の産業 内貿 易の動 向を ま とめ る。
5・1自 動車部品の産業内貿易の動 向
自動車部品産業 の海外進 出は 自動車 メーカーが移 転 し部品 の市場が確保
され る と,そ れに続いて 自動車部品 メーカーの海外投資が行 なわれ ると言
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う形を とって きた。 系列企業 であれ ぽ 自動 車 メーカーの要請 で移 転 し,独
立系 であれば今 日経営 ヴ ィジ ョンの中心 とな ってい る,グ ローバル化 の波
に乗 り遅れた くない と言 う動機であ る。
第3章 で観て きた ように今 日自動車部品産 業は多 くの海外 拠点 を抱 える
状 況 とな った。 この よ うな状況か ら,今 後の 自動車部品企業 の海外拠点か
らの部品輸入計画を ま とめ る と以下にな る。現段階 では新規設備 投資を行
ない,生 産規模 を拡大 し系列 の線を乗 り越え他 の 自動車 メーカーへの販売
拡大に よ り,国 内市場 のシ ェアーを伸ばす方針 である。そ して次の段 階で
は安価 で良質 な部品 とい う基本条件を満た し,先 進国市場に本格的に輸出
してゆ こうとす る ものであ る。第二段階 の戦略は,発 展途上国の生産拠点
及び域 内の賃 金の低い 国の生産拠点に通 じる戦略 で,日 本 の部品産業 では
この戦略 を実行 してゆ く地域 は,主 にASEANに あ る生産 拠点であ る。
本節では訪問 した企業5社 の活動状況 をま とめ た表を示 したが,こ れを見
るとほ とん どの生産拠点 の販売先 は 国内で 輸 出は 極めて少ない 状 況にあ
る。 しか し海 外展開についての将 来展望では,技 術開発にできるだけ多 く
の資金を投 入 し高付加価値 の新製 品を開 発 し,そ れ を 日本で生産す る一方
でASEANを 中心 とした開発途 上国では付加価値 の低 くな った製品を量
産化 し,日 本及 び先進諸国を始め とし各国へ輸出す る体制の確立 が今後 の
発展 の鍵であ る と述べていた。
訪 問 した 各企業 の部品輸人を 中心 とした 今後 の展望について述べ る。
(1)各企 業の今 後の展望
事例1
現段階では海外拠点が10在り,現 在の ところt"分だ と考え る。 これか ら
は 日本を含めた拠点相互の貿易を考 えてゆ く。
事例2
イン ドネシ ア,タ イ,マ レーシアの素材産業の特徴を勘案 し,3拠 点が
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ス ウ ィ ッチ類
一一^一 一1
注)イ ソタ ビューでは イン ドネシア
の拠点 に限 って回答があ った。
には 日本へ の輸出を考 えてい る。
事例3
生産拠点を 日本,ア メ リカ,イ ン ドネシアに構え,そ こか ら世界 へ輸 出
す る。拠点相互間の貿 易 も考 えている。その一方で,そ の他 の海外拠点 で
は,技 術提携 と販売 の一任 と言 う形 を取 り,現 地化 を進 め,摩 擦を 回避す
る方策 を とる。
事例4
景気拡 大に伴 ない,販 売金額を今 日の2倍 に し,赤 字体質か ら抜け 自立
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生 産 品 目
事例5
ア メ リカ ・ASEAN・中国を 中心に展 開 し,つ ま りこ こでの需要が拡大
す る と見込ん でい るため,現 地市場 を対 象 とした生産 体制 を取 ってい る。
5・2電 子部 品の産 業内貿易の動向
部 品毎 の特殊 な状 況 もあ るが電子部品産業 のアジアを巾心 とした海外投
資 は今後益 々拡大す る傾 向に あ る。そ の理 由は第一に電子部品は能動部品
を除 いて労働 集約的技術で生産 されてい る事,第 二に電子機器 メーカーが
ア ジアの生産 規模を拡大す る と見込め るか らであ る。第一 の理 由は コス ト
ダウソを 目的 とした もので,第 二 の理 由は需要 のあ る所 で生産 を行 な うと
言 う部品 メー カーの基本姿勢 に よるもので,今 日の半導体 の進歩 に伴 な う
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部品の多様化 ・小 ロッ ト化 さらに現地電 子機器 メーカーか らの要 求への即
時対応 と納期 の厳 格な遵 守 と言 う部品 メーカーの使命を果たす た め で あ
る。 特 にASEANへ の進出が 多い こ とが予測 で きるが,ASEANの タ
イ ・イン ドネシアではサポ ーテ ィングインダス トリーであ る部品産業 が極
めて少ないため,機 器 メーカーの要請 も強 ま り今後両国への海外進出が増
加す る事が大いに 予測で きる。
この よ うな活発 な グ ローバル化 の中で,各 海外拠点 の部品輸 出の動 向に
ついて まとめ る。 やは り電 子部品産業 において も自動 車部品 と同様に,日
本の役割が鍵 とな って くる。 つ ま り日本の研 究開発投 資を拡大 し高付加価
値 製品の開発 及び生産 に特化 し,成 熟 した部品は海外拠点 での生産 に切 り
換 え,日 本を始め とした先 進各 国へ輸 出す る体制を作 り上げ て行 く事 であ
る。 開発途上 国で生産 し先進 国へ輸 出す る体制は電機 部品産業 の場合す で
に進展 して いる状 況にあ るが,こ の ようなシステムが構築 できた大 きな原
因は,電 機部品 の貿易摩 擦が ハイテ ク分野に限 られ他の 部品は第三国か ら
の輸 出が 可能 であ る点を第一 に挙げ られ る。後述す る各企業 のイ ンタ ビュ
ー及 び各拠点 の活動状況を示 した表を 自動車部品産 業 と比較す ると,電 機
部品産業は 日本を始め とした他国への輸出を よ り多 く行ない産業 内貿易が
進展 してい る状況を理解 で きる。
次に インタビューを行な った企業 の海外展開及び,各 拠点 の輸出に関す
る展望を通 じ日本の電 機部品産 業の産 業内貿易の今後の動 向を観 る。
(2)各企業の今 後の展 望
事例1
マ レー シアの拠点 を今後,200人増 加 し1,500人規模 に拡大 し世界へ の輸
出基地 とす る計画を持 ってい る。 また イン ドネ シアへ の進 出 も現在計画中
であ る。 インフラの整備状態が極めて悪 いため様子を見 てい る段階。
先進国への進出;EC統 合後国 内調達 比率 の上昇が見込 まれ る。 また今の
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内の部品調達 が困難 であ る事。②経営感 覚が掴 めない事 。③派遣す る技
術者 の不足 と言 う理 由か ら現 在 では全 く計画はない。
事例2
EC統 合を控 え国内調達 比率上昇に対応す るため,イ ギ リスに材料 調達
の現地化を含 めた生産拠点 を設立 し,EC域 内へ供給す る事 を計画中であ
る。海外生産 の引 き合 いが 幾つか あ るが,技 術者 の不足が制 約 とな ってい
る。
事例3
欧州へ の進 出を計画 中であ る。 統合後,ハ イプ リッ トICの 現地生産 が
要請 され るた め。
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した各 国へ輸出す る体制 を作 って行 く計画であ る。
事例4
欧州統合後 も ローカル コンテ ンツは それほ ど厳 しくな らない と思 う。 と
言 うのは,ECを 代表す る トムソン ・フ ィ リップもア ジアで部品を作 り,
ECで 組み 立て る生産方法を取 ってい るか らである。従 って,当 社では今
後 アジアの生産拠点を拡張及び増 設 し,先 進国を中心 とした世界への輸出
基地 としたい。
事例5
アメ リカ ・ワシソ トン州 で,一 貫生産工場 の設立計画があ る。 その理 由
はエ ッチ ング工程の総費用 の60%を占め る電気代が ワシン トンでは極 めて
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にあ り,当 社では アメ リカ現地 生産 を行 う事が解決 の道 と考えてい る。
欧州統合後 の規制 は当社に と りそれ ほ ど厳 しい状況 とな らない と見てい
る。EC域 内に小型 コンデ ンサーを製造 できる企業がないか らであ る。 ア
ジア地域特 にASEANは 年率40%の市場 拡大が見込 まれ てい る。 その市
場 拡大 に乗 り遅れ ない よ うにす る。 マ レーシアへ の電子機器 メーカーの進
出 ラ ヅシュには遅れ たが,イ ン ドネ シアに生産拠点を設立 し供 給を行な っ
てゆ く。その後 は,ベ トナ ム ・ス リランカを 考えてい る。ASEAN域 内
では コンデ ンサ ーの 大 きさに よ りア ッセンブル ラィ ンを 設置 し 生産 を 行
い,ASEAN域 内間での相 互補完的 な 分業体制を 作 り上 げたい。 アジア
か ら日本及び ヨー ロッパへ の輸 出を行 う。
事例6
マ レー シア;現 在の500人か ら800人体制に拡大 し,先 進各 国へ輸出す る計
画を実施中であ る。EC統 合後の調達 比率 が40%以下 であれば マ レー シ
アか らの輸 出を行 う。
ア メ リカ;部 品調達 比率 の制限がないため,当 面進 出の計 画は ない。
一現在計画中一
中国;シ ンセ ン経済特別区へ生産拠点の計画。
イン ドネ シア;現 在 マ レーシアか らの輸出に よる供給を行 ってい る。電気
機器 メーカーか らの要請 もあ るが,イ ソ ドネシアの販売市場規模で採算
が採れ るかが問題点であ る。
第6章 む す び
1970年代の二度の ナ イル シ ョックを通 じ,日 本企業は省力化投 資を推進
し製品の コス トダウンに成功 した。 そのため 日本製品の国際競争 力は極め
て高 く,70年代後半か ら80年代 中葉まで著 しい製品輸 出進展の プ ロセスを
た どって きた。 その結果70年代後半か ら貿易収支の黒字基調が続 き,常 に
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模が極めて低い事にあ る。 今後 の グローバルな発展を指 向す る上 で も製品
輸入の進展は,避 けて通過 できない問題 とな ってい る。
そ こで本論文 では輸 出比率 の高い 自動車 及 び 電機産業 を と りあ げ,
SITC3桁分類 の輸 出入デー タを用 い,製 品及 び部品 の産業 内貿易指数 の
推移を見た。第2章 で明 らか に した とお り,自 動車及 び電 機両産業 の産業
内貿 易指数は,1980年前 半まで下降傾 向を たど り,日 本の貿易構造が加 工
産業 の輸出に特化 してゆ く状況を示 した。 しか しプラザ合意 以降は産業 内
貿 易指数が著 し く上昇す る傾 向にあ る。次に 製 品 と 部品を 区分 しIITの
推 移を見 る と,1985年以降 の製品 のIIT上 昇率が 部品を大幅に上 回 り,
製品 輸入は拡大す る方 向性 を示 してい る。 しか し部品 の中には,1988年の
IITがユ985年を下回 る品 目もあ り部品 輸入が進ん でいない状況 とな ってい
る。
次に第3章 及 び第4章 では産業 内貿 易を促進 す る要 因を,制 度的及 び経
済的側面か ら分析 し今 日日本が産業 内貿易を拡大す る環境 に置かれて い る
事を 明らかに した。 この ような経済環 境か ら自動車及 び電機 製品 の産業 内
貿 易は拡大 したが,前 述 した ようにIITが それ ほ ど 上昇 していない 部品
輸人が今後 どの よ うに推移す るか とい う問題が残 る。
そ こで 自動車及び電 機 部品企業11祉の経営 者に,今 後 の部品 輸入に関す
る インタビューを行 ないそ の結果を第5章 に まとめた。 それ に よると 日本
ではR&D投 資を積極的に行 ない,差 別的かつ 高付加価値製品 の開発及び
生産を行ない,海 外では付加価値 の低 い製 品を量産 化 し,口 本及 び先進国
へ 輸出す る体制 を構築 してゆ く段 階にあ る事が示 された。 自動車部品企業
では この よ うな体制 の構築 は緒についたばか りだが,電 機部品企業 ではか
な り進展 してい る状 況にあ る。
第5章 では海外拠点相互 の貿易が今後拡大す る中で[1本へ部品の 輸出が
拡大 し産業 内貿 易が進展す る傾 向にあ る事 を明確に した。 また この調査を
通 じ産業 内貿 易拡大 の鍵 がR&Dに あ る事 も示 され た。 つま り日本 でR&
Dを 積極的に行 ない高 付加価値製 品に特化 し,付 加価 値の低 い製 品を輸入
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す る国際水平分業 が今後進展 してゆ くとい う結 論を得た。 ところで産業 内
貿 易を促進す る需要サ イ ドの要因に,規 模 の経済が あ る。 この点 について
は第4章 の4・2需 要サ イ ドで見て きた よ うに,1987年以降の 日本 の一人
当た りGDPは 主要5力 国の第1位 に ラン クされ,産 業 内貿 易を促進す る
経済環境が確立 された といえ る。 しか し本論 文では 消費の多様 化を示す消
費行動 につ いて詳 しい分析は行 っていないので,産 業 内貿 易に関連 した需
要 サ イ ドの分 析は 今後の課題 とな る。 プラザ合意以 降の円高基 調それに伴
な う相対的賃金上昇そ して企業 の海外展 開 とい う要 因が,日 本の 自動車及
び電機産業を始め とす る製造業 の生産構造を根本的 に変革 した ことは言 う
まで もない。以上本論文 では この よ うな経済環境変化 の過程 において貿易
構造が変化 し,産 業内貿 易が進展す る方 向性を持 ってい る事 を観 察 し,さ
らにその要因を主に供給 サ イ ドか ら明確 に した。
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使 用
各品 目の輸入の推移(単 位:千U.S.ド ル)
統 計 覧
電 機(1)
1976 1977 1978 1979
・'
1980 1981 1983 1984 1985 1986 1987 1988
?5 50980962586962713082945210821141053165106757013854051567850172426022479383327267
751 53799 67119 79873 98063 94050
一






759 132864147536151053 196723255626298002311984 412373501908 517668・ 7389901083924
電 機(2)
76 234997270923346224388267417983 460441463838 519151 523597
▲
75332612001841934189
761 4848 7625 8101 12291 5774 4252 4572 5864 8273 12673 68022 125983
762
一





34467 39019 37564 40481 42066
一一
27820 13476 15064 26226 44676 90921 171305
764 157617184266267713258921292410345954 398300 4429724448845943258387091283204
電 機(3)
77 871272860346108995915127317243161848009205126326906312485204198069737148895212272
771 61598 45952 56459・ 80218 107830125278121166 130773155538147888240514376093
772 135547140793189180228815282595328033 364200436118 426865471113576252743588
773
・
23893 29545 38519 42844
A参.
52774 60726 50719 62643 66991 170995110323172090
774 41935 77842 90214
一
159748 173940141962131731 141933153002 64249 329615348019






778 189698178116213251288907333531358822425324 556329 5901385362007280721001639
自 動 車
78 298150373082538792 737039635356492625619393 725463801846287158425821663805814
781 222077285243412593 575040452030325721397937 456728 538683137456620311943040409
782 3890 4834 12754 23964
▼
29152 22169 21177 27181 24977 278342 67601 105316
783 皐 寧 691 1867 1863 2195 13371 11013 6972 58361 8217 11074
784 57585 66756 89953 95150 101476106639 148832191867 1877711002529340586
785
一■-
10586 12468 18500 33672 43791 31762 32140 32938 31915 76347 112359
432252一 一
183541
786 392? 3570 4301 7346 7044 4139 5935 5736 11526 81434 22210 33220
UnitedNations℃ommodityTradeStatistics"1976-1988 ??
{2)各品 目の輸出の推移(単 位:千U.S.ド ル)
電 機(1)
1976 1977 1978 1979 1980 1981 1983 1984 1985 1986 1987 1988
75 1349593164163324227302730319344598343241347047930987885310505636146079741805253322535032
751 106002312685401?1851188177423688772685260289038635799363775109407004238173043859209
?52 133027153451339474372030 542052 87298328478004565864 46248617270291937452111392502
759 156544 219441 364?46 476516 535054765532 16744017330532105665 326764048607097283319
電 機(2)
76 68837017385544888233893412611222313616074800163056792029881721472505248721362515649128246458
761 13918441349599 1347304 132202217247322044442 16489722173862 28153381925413 16385461778763
762 20969122434195263591824971933000893332331924399032819772654438 275551424635102211538
793 104639813073042003480244274337180025884599 6975284866588187041361013593285930419129283
764 23485462294447.28756363079303 377168 4922566 524152166394827298591100552761246139415126870
電 機(3)
77 33074504419732 5646689 6683104 895438310588136118518521560762914749562185276062202989828924127
771 239274 345978 473254 422962 585891 747348685939 829177 843733 101589411738231422117
772 561689 824805 1196602 1272401 162944819609101943796 246137022796813144387 37731174979300
773 358558493427 607039 728166 9338221ユ16133 978286 8?9640 89595? 940989 906762 1261143
7?4 59764 69541 108289 137450 197368 250619 381857 495739 659422 816257 896261 1059673
775 4?9724 639157 ?76855 723568 103?079129450813842321781991904371 180021316355481551874
776 710159 859836 1268853 16791622306942 26619253?304825816064 47533946342386831226012326898
?78 898282 186988 1215797 17193952263833 255669327472603343648 3413001446748053321276323122
・
自 動 車
78 112985161501601820009902 160128329380618336?76923 7976903755797942857843541958615882181961115035
781 6055659800376010616828]19642801611458218445437195353142189869125402212329452163569323038997379
782 262945031858714425381 4563657 64343657163203 607283171783868183755 926125185957308736238
783 :04070183470 331759 352518 56608 715335 322313 541380 651817 3197324ユ1605 701836
?84 887083 129634717734761880556 216841827608423615174471554053658238402957109551389481224
785 148655020568122377012 2457862 35966644251619 301088129421412935478 307488730319052966410





1976 1977 1978 1979 1980 1981 1983 1984 1985 1986 1987 1988
75 34.39 32.47 37.41 37.46 39.39 39.17 26.47 24.60 25.97 21.11 22.15 25.73
751 9.66 10.05 8.88 9.91 7.64 5.36 4.87 2.63 2.20 3.06 6.18 9.35
?52 58.32 54.35 92.29 82.06 85.06 87.66 38.71 33.70 36.25 27.18 25.78 30.55
759 91.82 80.41 58.57 58.44 64.66 56.04 69.85 38.44 38.50 27.35 26.39 25.91
`
電 機(2)
76 3.36 3.35 2.59 4.05 2.93 2.03 1.18 1.11 1.10 2.12 5.54 9.45
761 0.69 1.12 1.20 1.84 O.67 0.42 O.55 0.54 0.59 1.31 7.97 13.23
762 3.57 3.23 2.47 5.95 5.04 4.97 3.82 3.84 3.28 7.12 15.19 27.58
763 6.38 5.80 3.68 3.26 2.24 0.94 0.39 0.35 0.60 0.88 2.09 3.68
764 12.58 14.87 17.03 15.51 14.39 13.13
.
14.12 12.51 11.49 11.16 12.61 15.64
電 機(3)
1976 1977 1978 1979 1980 1981 1983 1984 1985 1986 1987 1988
771 40.95
.
23.45 21.32 31.88 3LO9 28.71 30.02 27.25 31.13 25.42 34.01 41.83
772 38.88 29.16 27.30 30'.48 29.56 28.66 31.56 84.95 31.54 26.06 26.50 25.99
773 12.49 11.30 11.93 11.11 10.70 10.32 9.86 93.35 13.91 30.75 21.69 24.01
774 82.47 94.37 90.89 92.50 93.69 72.32 51.30 44.52 37.67 14.59 53.78 49.45
775 19.79 13.75 16.05 18.44 11.04 6.59 6.80 7.49 7.78 26.22 21.75 31.20
776 68.01 56.78 51.02 55.11 47.22 45.73 39.20 36.39 35.21 9.57 31.10 31.26
778 34.87 26.10 29.85 28.77 25.68 24.61 26.81 28.53 29.48 21.43 24.03 27.35
自 動 車
1976 1977 1978 1979 1980 1981 1983 1984 1985 1986 1987 1988
781 7.08 6.88 7.48 9.17 5.46 3.47 3.99 4.09 4.15 8.01 10.77 14.47
782 0.30 O.30 O.57 1.04 0.90 0.62 0.70 0.75 0.61 5.84 L56 2.38
783 0.00 0.OO 0.42 1.05 0.66 0.61 7.97 3.99 2.12 30.87 3.91 3.11
784 12.19 9.79 9.65 9.63 8.94 7.44 7.91 7.82 6.76 21.32 6.03 8.72
785 1.41 1.21 1.54 2.70 2.41 1.48 2.11 2.21 2.15 4.85 7.15 11.65




.98 59.65 28.40 25.06
?
??





































〔5)各国別人 口規模の推移(単 位:百 万人)
197019711972197319741975197619771978197919801981!98219田19艇 19脂 198619871{鵬
Uni趾States205.052 7.66209.9211.91213.田215.97218.04220.242 2.59泌 、062".76鋤ユ4幻2、52234.8田7239.2824L622娼.93246.33
Japan104.34105.7ユ071191〔旧.71110.611L57ll2.77113.i賂114.9115.87116.7811 .肪118.晶119.261 0.021加.7512L49122.09122.61
Gemany60.716 .2961.671.9762.0461.田6L5161.461.316L4461.駈61.671.{H61.426L186LO261.0561.176L2
France50.7751.2551.752ユ352.4952.7952.91田. 5闘.認 53.6153.{熔箇.1854.48出.?3 馳.9555.1755.39弱.駕 茄.87
U岨Kingdom55.42鵠.6155.7855.9155.9255.955.8955.鴎55.8455.88田.95鵠.35 56.沮託.3856.4956.6256.765 .9357.08
Itdy53.66154.014154.855.155.455.755.93田.13 56.釣舗.42 56.5田.〔肖 田.田 5757.1357.2257.茄57潮
C孤ada21.3221.5921.8722.0722.422.73田.03 23.別23.49田.7田.弱 243424.銘24.8925.1325.3625.61田.茄 25.95
Austria7.437.胡 7.497.537.537、{追7.57.57.567,557.557.567.57.557.557.567.567.587.6
[㎏nmark4.934.96.4.995.025.05.065.075.095.15.125」2 5.125ユ2 5.115.U5.115.125.135.13
Bdguim9.669.679.719.749.779.79.819.829.839.{蝿 9.蘭 9.859.{田 9.{掲 9.田 9.{田 9.部 9.879.田
Finland4.614.624.{U4.674.〔追 4.714.734.74.754.764.784.84.824.田 4.{田 4.94.924.934.95
Greece8.798.838.898.938.969.059.179279.369.晶 9.{渇9.739.79.肪 9.99.939.979.弱 10.01
lceland㈱5 0、2朋 o.210,2140,21902210,2220. 羽0,2240,2260.2田0,2310, 猫40.盟7 0.24o.240.240.240.25
lreiand2.952£8 3.023.073.123」8
1
3.羽 3.273.313.訂 3.4脳 3.483.53.53.543.543.{H3.H
















UnitedKingdom0.420.410.40.410.430.450.弱 0.570.52α47 0.430.50.570.660.750.78o.{賂α61 0.56
Italy625.00619.9358 .22瑠.oo650.況8 8 652.85832.34882.39醐66蟹葡.86856.451136.761352.511518.{5il7{澄.961909.41490.81
Canada1.(51.010.991.00.{旧8 ■ 1.020.991.061」4 1.171.171.201.231.231.301371.39
Aus出a部.oo24.%23.129.581 .6917.42179416.53】4.5213.3712.朗15.931乳0617.郭20.0120.6915.2712.64lI2.35i
r㎏nmark 7.i沿 7.426.956.056.095.756.056.005.515.265.{H7.128.339.1510.3610.608.096.846.73







Luxembourg50.0048.8744.Ol38.983 .9536.783 .6135.{H31.49鱒.322}.2437.1345.695L1357.7859.3844.673 .336.77
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